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相続廃除の基準としての「相続的協同
関係の破壊」の現代的意義について
──ドイツ法における破綻要件の導入についての 
議論を参考に──
青　　竹　　美　　佳
修道法学　３７巻　１号
一，　は　じ　め　に
　子が親の財産を必ず相続できるという共通認識が揺らいでいる。もちろ
ん，民法上は，子は死亡した親にとって第一順位の相続人であり（民法８８７
条１項），常に相続人となる配偶者とともに（民法８９０条），相続人として特
別に扱われている。しかし，民法制定当時に比べると，近年では子を相続
人として特別扱いすべき理由が見出しにくい事例が増えている。その原因
の一つは，親子関係の多様化である。親子が経済的にも精神的にも緊密な
関係を保っていることもあるが，必ずしもそうとはいえない親子も増えて
いる。子が親と長年別居してほとんど連絡をとることなく親の介護にも全
くかかわらないなど疎遠な親子関係では，親の死亡時に子が現れて相続権
を主張することが受け入れにくいことも多いであろう。このことに加えて
親が子に財産を相続させたくないという意思を明示していた場合には，な
おさら子の相続権に対する否定的な評価が生じやすい。多様な親子関係を
導く要因の一つが離婚の増加である１）。親の離婚や再婚により，親子の経済
的，精神的な関係も多様化する。婚外関係から生じた親子関係についても
同様に２），親密なものからほとんど会ったこともないなど多様な関係とな
りやすい。その他，婚姻すると親と別居する子が増えている一方で，生涯
婚姻せず親と同居を続ける子も増加している３）。このように親子関係が多
様化することにより，民法上の推定相続人である子が相続権を主張するこ
とが違和感なく受け入れられるケースがある反面，受け入れにくいケース
2 （　 ）2
　１）　離婚率（人口千に対する離婚者数）は１９５０年以降１．０前後が続いていたが１９８０
年には１．２２，１９９９年には初めて２．０となった。もっともここ数年に限っては減少
し，２０１３年は１．８４であった（厚生労働省平成２５年人口動態統計の年間推計htp://
www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/jinkou/suikei１３/dl/toukeihyo.pdfより）。
　２）　最大決平成２５・９・４民集６７巻６号１３２０頁は，家族の多様化を尊重し，婚外
子（日本では平成２３年で割合としては約２．２％に過ぎないとされた）を相続法上婚
内子と平等に扱うべきことを表明した。
　３）　生涯未婚率は，１９８０年に男性２．６％，女性４．４５％だったが，２０１０年には男性
２０．１４％，女性１０．６１％に急増している（『平成２５年版少子化社会対策白書』１０頁）。
も目立つようになっている４）。
　そこで，疎遠な親子関係が続いてきた子から相続権を奪う法的手段は何
かが問題になる。例えば，被相続人となる親が， ２人の息子のうち，海外
に住んで親が病気の時に帰国することもなく疎遠な親子関係にあった長男
をさしおいて近くに住んで介護を負担してきた二男にすべて財産を承継さ
せたいと望んでいるとする。その望みを実現するために被相続人は，遺言
で二男にすべての財産を承継させる意思を表示しておけばよい。問題は，
相続から除外された長男が最低限の相続分である遺留分を主張する可能性
があるということである（民法１０２８条以下）。遺留分をも奪うためには，被
相続人は，長男を相続から廃除すればよい（民法８９２条以下）。もっとも廃
除の実現には，家庭裁判所の審判が必要である。廃除を認める事由につい
て，民法は「被相続人に対して虐待をし，若しくはこれに重大な侮辱を加
えたとき，又は推定相続人にその他の著しい非行があったとき」とのみ規
定している（民法８９２条）。これを上の例に適用すると，長男と親との疎遠
な親子関係という事実のみでは，虐待や侮辱，著しい非行があったという
ことはできず，現行法上，家庭裁判所が廃除を認めることは難しいであろ
う。
　しかし，一般的な問題として，虐待や侮辱，著しい非行という民法上の
廃除事由について，現代では何を基準にすべきかという問題が残される。
学説や判例においては，廃除の基準として「相続的協同関係を破壊」する
行為という概念が普及している５）。親子関係が多様化した現代において「相
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　４）　婚外子と婚内子の相続分の平等化が抱える問題として，婚姻保護，妻子の保
護の視点を提示する学説（水野紀子・法律時報８５巻１２号２頁）の背景には，被相
続人との関係が希薄であることが多いと推測される婚外子が，経済的，精神的に
密接な関係を築いていることが多いと推測される妻子と比較すると相続権を主張
することを認めにくいという考えがあるように思われる。
　５）　中川善之助・泉久雄『相続法［第４版］』（有斐閣，２０００年）９４頁，有地亨
『新版家族法概論［補訂版］』（法律文化社，２００５年）３８２頁，辻朗「推定相続人の
廃除について」『家族法の理論と実務』（日本加除出版，２０１１年）７２６頁以下，広島
高岡山支決昭和５３・８・２家月３１巻７号５６頁，熊本家審昭和５４・３・２９家月３１巻 →
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続的協同関係の破壊」の本質をどのように捉えるのが妥当か。とりわけ親
子関係が多様化している状況のもとでは上述のような疎遠な親子関係が廃
除の可否においてどのような意味を持つかということが注目される。この
ような視点から本稿では，判例および学説において廃除の基準とされる「相
続的協同関係の破壊」の現代的意義を検討する。比較検討の素材としてド
イツの相続法における議論を取り上げる。ドイツの相続法では，２０１０年の
相続法改正における議論をはじめとして，相続法制度の本質を問う重要な
裁判例や学説における議論の蓄積が多い。とりわけ，相続から除外された
者が主張する遺留分権を剥奪するために破綻の基準を導入すべきかについ
ての議論は，日本において廃除の基準として採用されてきた「相続的協同
関係の破壊」の現代的意義を検討するのに参考になる。
　なお，本稿では，相続人の中でも子の相続廃除に焦点を当てて検討する
こととする。子の相続廃除をとくに取り上げるのは，配偶者の相続権など
と比べて，子の相続の意義が疑わしくなっており，子の相続廃除を再検討
する必要性がとりわけ高いためである６）。
二，　相続的協同関係の破壊の意義
　廃除の基準として用いられる「相続的協同関係の破壊」の意義を検討す
る前提として，まず相続廃除制度の沿革をみておくことにする。
１．　相続廃除制度の沿革
　相続廃除の制度は，家督相続制度を有する明治民法にさかのぼる。家督
相続人の廃除事由については，現行民法の廃除事由に比べてより多くの廃
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１０号７７頁。
　６）　佐藤隆夫『現代家族法Ⅱ相続法』（勁草書房，１９９９年）３５頁は，高齢社会にお
いて相続権の根拠は，独立した子の生活保障ではなく，配偶者の老後の生活保障
にあると主張する。前掲最大決平成２５・９・４の決定理由中にも婚姻や家族の実
態の変化に応じて時代とともに配偶者の相続権に比べて子の相続権の意義が小さ
くなってきている旨の指摘がある（民集６７巻６号１３２４頁以下）。
除事由が規定されていた。「虐待」，「侮辱」（旧９７５条１項１号）の他，「家
名に汚辱」をもたらす「罪」により「刑」に処せられたこと（同項３号），
「浪費者として準禁治産」の宣告を受けて反省していないこと（４号）など，
被廃除者の責められる行為が廃除事由とされている７）。これらに加えて，
家督相続人が「疾病其他身体又は精神の状況に因り家政を執るに堪へさる」
ことも廃除事由とされている（２号）。これは，必ずしも相続人に責めら
れる事由がなくても客観的に家督相続人としての役割を果たせない状況で
あれば廃除を認めるものであり，家制度維持の目的を示す。立法段階には
梅謙次郎により廃除の趣旨について「道徳ノ制裁」ではなく，家督相続に
おいて「不都合」な相続人を廃除するという意義が指摘されている８）。
　さらに「此他正当ノ事由アルトキ」は親族会の同意を得て廃除の請求を
することができるとされていた（同条２項）。もっとも，「此他正当ノ事由」
の規定を置くかどうかについては立法段階に賛否両論によって議論された。
穂積八束は，このような「不確定」で「不安心」な規定を置くべきではな
いと主張した９）。しかし，列挙した事由に入らないが廃除すべき事例の受
け皿として「此他正当ノ事由」が必要であること，適用が広がり過ぎない
ように親族会の同意を要求すべきことが土方寧により主張され１０），この案
が明治民法で実現した。
　これに対して遺産相続人の廃除事由については，被相続人への「虐待」
および「重大なる侮辱」のみが規定されていた（旧９９８条）。現行民法の相
続廃除は，これに「その他の著しい非行」を加えた形で規定されている。
「著しい非行」は，旧法９７５条の家督相続の廃除事由であった「此他正当ノ
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　７）　田中通裕・判タ１０３７号（２０００年）５６頁は，廃除制度の沿革を紹介し，明治民
法の推定家督相続人の廃除では，戸主の家父長的権威に対する侵害への制裁とい
う意義が濃厚であったと評価する。
　８）　『法典調査会民法議事速記録七』（商事法務研究会）３２２頁。
　９）　前掲注（８）速記録３２３頁以下。
 １０）　前掲注（８）速記録３３８頁。
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事由」を承継しているといわれている１１）。
　制度の沿革から，相続廃除制度の意義について次の点を指摘することが
できる。すなわち，同制度はもともと専ら制裁的意義しか持たないもので
はなく，また，家督相続の廃除事由としての「此他正当ノ事由」という受
け皿条項は，適用が広がり過ぎる危険が立法段階において認識され，対策
として親族会の同意を要することとしてこの危険を予防した。家督相続が
廃された現行相続廃除制度では，このような予防をせず「その他の著しい
非行」という受け皿条項のみを受け継いだため，家庭裁判所の裁量に委ね
た制度となっている。
２．　基準としての相続的協同関係の破壊
　このように，現行民法上の相続廃除についての規定は，家督相続の「此
他正当ノ事由」を受け継いだとされる「その他の著しい非行」という受け
皿となるような文言を含むこともあって，具体的に推定相続人のどのよう
な行為が廃除事由に当たるかについて明らかではない。そこで，「相続的
協同関係の破壊」という基準が判例および学説において一般的に用いられ
ている１２）。この「相続的協同関係の破壊」には，推定相続人を制裁する意
義が含まれるか，柔軟性のある概念として用いられているか，親子関係の
破綻が「相続的協同関係の破壊」にあたることがあるのかということを以
下では検討する。
（１）　相続人を制裁する意義
　判例や学説で廃除の基準として用いられている「相続的協同関係の破壊」
には，推定相続人を制裁する意義が含まれるか。推定相続人を制裁する意
義が含まれるとすれば，廃除の判断において推定相続人に責められるべき
事由が存在することが重視されるはずである。
　判例では，推定相続人に責められるべき事由が存在することを重視した
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 １１）　中川善之助監修『註解相続法』（法文社，１９５１年）７２頁［山畠正男］。
１２）　前掲注（５）を参照。
判断が見られる１３）。たとえば，親に暴行を加えた上，親に借金を払わせた
り親の印鑑を偽造して親名義の不動産を自己名義とした事例（東京家八王
子支審昭和６３・１０・２５家月４１巻２号１４５頁），親の財産を無断で費消し，多
額の物品購入代金や会社の遣い込み金を親に負担させた上，暴力をふるっ
て家出した事例（岡山家審平成２・８・１０家月４３巻１号１３８頁），子が借金
を重ね，親に２，０００万円以上を負担させ，債権者が自宅に押し掛けるなどし
て親を約２０年間にわたり経済的，精神的に苦しめた事例（神戸家審伊丹支
審平成２０・１０・１７家月６１巻４号１０８頁）など，親に対して財産的な損害を与
えたり身体的に暴力を与えるなど，明らかに推定相続人に責められるべき
事由が存在する事例で廃除が認められている。
　これに対して，子が父に暴行を加えて怪我を負わせたが，これは父母の
離婚話が出ていたところで母を擁護しようとする一時的な感情の爆発とみ
られるとして廃除が否定された事例（旭川家昭４０・４・８家月１７巻５号７７
頁），推定相続人が親に暴行，暴言をしたとしても，理由なく一方的に行っ
たのではなく，親子の長年にわたる深刻な感情の対立にも誘発されて爆発
し互いにの罵り合った結果であり，単に現象面で生じる暴言，暴行のみを
とらえて非難することはできないとして廃除を否定した事例（大阪高決昭
和３７・３・１３家月１４巻７号５５頁）などでは，推定相続人の行為の背景が考
慮され，推定相続人を責めることができず廃除事由にあたらないと判断し
ている。判例は，推定相続人の責められるべき事由を厳しく要求し慎重に
判断している。これは，廃除に制裁的意義があることを前提にしたものと
いえる。
　もっとも，東京高決平成２３年５月９日家月６３巻１１号６０頁は廃除の判断に
おいて推定相続人の責められるべき事由の要求を緩和する判断を示してい
る。同決定では，縁組後に海外に住み養親が入院している時に看病に来る
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 １３）　裁判例を網羅的に分析したものとして坂本由喜子「推定相続人の廃除につい
て」家月４６巻１２号１頁以下，『新版註釈民法（２６）相続（１）』（有斐閣，１９９２年）
３２５頁［泉久雄］，中川＝泉・前掲注（５）９６頁以下などがある。
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こともなく金銭を受け取るのみであった養子が，離縁訴訟を遅延させたり，
訴訟の取り下げを電話で執拗に迫ったりするなどした事例で，著しい非行
を理由に相続廃除を認めた。この審判例は，訴訟の遅延などの責められる
べき行為をも考慮しているが，先例に比べて責められるべき程度は低いと
評価されている１４）。
　学説についてみると，廃除には制裁的意義があるとする見解が多くみら
れる。その根拠の一つが，廃除と相続欠格（民法８９１条）との統一的な理解
である１５）。欠格と廃除は共に「非行にたいする民事的制裁の一種である」
と説明される１６）。欠格制度は，被相続人や先順位・同順位の相続人を故意
に殺害した者，被相続人の遺言を偽造した者などから当然に相続人の資格
を奪うものである。この欠格制度の意義は，相続的協同関係を破壊した者
または財産取引秩序を乱した者を制裁することであるというのが通説的な
見解である１７）。そして廃除と欠格を同一制度上にとらえ，廃除は欠格より
も相続人の責められるべき程度が小さい場合であると理解すれば，廃除の
本質も欠格と同様に相続人への制裁ということになる。
　しかし，廃除を相続人への制裁とみるのは，学説において共通した理解
というわけではない。「相続的協同関係の破壊」を基準として用いる中川
善之助は，廃除において被相続人の私有財産に対する処分の自由を強調し，
制裁などの要素と廃除とが本来無縁であることを明らかにする。中川は，
被廃除者の責められるべき事由を要素としていた旧家督相続法における廃
除と比較し，現行相続法における廃除は，「あくまでも，家から解放され
た個人的私有財産についての，相続的協同関係破壊の可能性を基盤」とす
8 （　 ）8
 １４）　田中通裕・私法判例リマークス２０１２〈下〉６５頁，拙稿・月報司法書士４８４号
（２０１２年）５４頁。
 １５）　泉・前掲注（１３）３１９頁，窪田充見『家族法［第２版］』（有斐閣，２０１３年）
３８２頁。
 １６）　中川善之助編『註釈相続法（上）』（有斐閣，１９５４年）８３頁［山中康雄］。
 １７）　伊藤昌司『相続法』（有斐閣，２００２年）１７６頁，窪田・前掲注（１５）３７４頁，内
田貴『民法Ⅳ［補訂版］』（東京大学出版会，２００４年）３４１頁。
るべきであると指摘する１８）。つまり，相続廃除が問題となる財産は，被相
続人の個人的な私有財産であるから，被相続人が望めば自由に相続廃除を
してもいいということになり，本来被廃除者の責められるべき事由の存否
は廃除の可否において問題になりえない。もっとも，現行相続法が法定相
続を採用している以上，被相続人の意思を絶対的な基準とすることはでき
ず，最終的には客観的な基準で廃除を認めることになるとし，そこでは相
続人の責められるべき行為を基準として用いることは否定されていない１９）。
このようにみると，中川は，相続的協同関係を基準とするときに，相続人
の責められるべき行為および制裁的側面をあまり大きく打ち出してはいな
い。
　舟橋諄一は，廃除における被相続人の意思をより強調する２０）。舟橋は，
相続制度の存在理由のうち被相続人の個人的な側面として，被相続人の私
有財産権に対する処分の自由の死後への延長を挙げる。そして，廃除とは，
被相続人に対して重大な侮辱などの行為をした相続人がいる場合に，相続
制度の個人的な側面としてそのような相続人に相続させることが不適当で
あることを主眼とするのであるという。このように，廃除というのは，私
有財産の処分についての被相続人の意思を基礎に置いた制度であり，相続
人に対する制裁とは本来無関係であるという理解が示されている。
　同様に品川孝次，永山榮子も，現行民法の相続制度が純粋に財産承継を
目的とするから廃除も財産権的な性格を持ち制裁を主眼とするべきではな
いとする立場を示す２１）。
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 １８）　中川＝泉・前掲注（５）９４頁。
 １９）　中川＝泉・前掲注（５）９４頁。
 ２０）　舟橋諄一「相続人の廃除」『家族法体系Ⅵ』（有斐閣，１９６０年）８０頁。
 ２１）　山畠正男・泉久雄編『演習民法（相続）』（青林書院，１９８５年）７０頁以下［品
川孝次］，永山榮子・ジュリスト６３７号（１９７７年）１６３頁以下。もっとも，永山は，
廃除の効果については純粋に財産権的な効果のみではないと指摘する（１６７頁）。
その他，被相続人が遺産を当該相続人に相続させることを拒否することがもっと
もであるかの観点から慎重に考慮すべきとする立場（我妻榮・有泉亨・遠藤浩・
川井健『民法３親族法・相続法［第２版］』（勁草書房，２００５年）２６４頁）も同様 →
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　では，廃除について制裁ではなく被相続人の意思を基礎にした相続制度
の意義に即して判断するべきとした場合に，具体的にどのような基準を設
定するべきか。品川孝次は，相続制度とりわけ遺留分制度の意義として「有
限的家族の生活保障」と「財産法的秩序の維持・安定」を挙げ，推定相続
人への「相続権ないし遺留分権の賦与が客観的に無意義」となるような行
為を基準に廃除の可否を判断すべきとする２２）。そして推定相続人への相続
権ないし遺留分権の賦与が客観的に無意義となる行為として，被相続人の
財産を費消するような非行，相続財産を無意味に散逸する可能性を推測さ
せる行為を挙げる。
　一方，永山榮子は，相続制度および遺留分制度の意義として被相続人の
財産への相続人の実質的持分の清算という側面を重視する２３）。永山は，廃
除では自己の実質的持分を清算する機会が奪われることになるが，これは
相続的協同関係を破壊した者にかなり重い制裁を許すことになるとして問
題を提起する２４）。
　もっとも，廃除から民事的制裁の意義を完全には排除できないとの指摘
がある通り２５），廃除において財産的側面を重視する上記の学説は，制裁的
要素を廃除において全く考慮しないわけではない。しかし，廃除において
制裁的側面に重きを置くのではなく，相続制度および遺留分制度の意義に
着目した基準を形成することが学説において早くから主張されているとい
う点には注目される２６）。
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→
に，廃除に制裁的な要素を見出さない立場である。
２２）　品川・前掲注（２１）７１頁。
 ２３）　永山・前掲注（２１）１６６頁。
 ２４）　もっとも，永山は夫婦間の廃除を例に説明している。子の廃除では，子が親の
財産に実質的持分を有する場合が配偶者に比較してそれほど多いとはいえないと
指摘する（永山・前掲注（２１）１６６頁）。
 ２５）　加藤永一・別冊判例タイムズ８号（１９８０年）３１３頁。
 ２６）　島津一郎ほか編『新版相続法の基礎』（青林書院新社，１９８１年）２７頁［高木積
夫］の「廃除は相続の根拠が失われる場合にされる」との説明も廃除を相続制度
の意義に結び付けて捉える理解の表れである。
　最近の学説においても，廃除の制裁的意義はあまり強調されず２７），廃除
から完全に制裁的意義を取り除くことはできないとしても，廃除の判断に
おいて制裁的な面ばかりではなく「価値計算的な損得」をもう少し重視す
るべきであると指摘される２８）。
（２）　柔軟性
　廃除において相続人を制裁する意義をどうみるかの問題は，廃除の規定
を柔軟に解釈することができるかの問題につながる。廃除において制裁の
意義を重視すれば柔軟な解釈にはなじみにくいのに対し，廃除において制
裁的意義を見出さない立場は柔軟な解釈につながりやすい。
　まず前提として確認すべきは，上述「１．相続廃除制度の沿革」でみた
ように廃除事由を規定する民法８９２条の文言はもともと柔軟な解釈を導きや
すいということである。同条における廃除事由である虐待・侮辱，その他
の著しい非行のような一般条項を含む規定は解釈の拡大につながりやすい
と指摘されている２９）。では解釈の基準として判例や学説が用いる「相続的
協同関係の破壊」の概念は，解釈の基準を明確にすることに貢献している
であろうか。この点については学説において批判的に評価されている。た
とえば，「この基準自体，抽象的，観念的な要素を含む不明確な概念である
という疑問を否定しえない」３０），このような「抽象的な基準のみでは十分
な指針となりうるものではない」３１），「解釈論上はブラック・ホールのよう
に何でも呑み込み，無限に拡大適用され得る言葉である」などと指摘され
る３２）。このように，廃除事由を規定する民法８９２条および解釈の基準として
判例，学説で用いられている「相続的協同関係の破壊」という概念は，
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 ２７）　早野俊明・民商法雑誌１４１巻２号（２００９年）２５５頁，南方　暁・新判例解説
Watch １１号（２０１２年）１０３頁。
 ２８）　田中・前掲注（７）６１頁。
 ２９）　伊藤・前掲注（１７）１８４頁，１８８頁。
 ３０）　永山・前掲注（２１）１６４頁。
 ３１）　松倉耕作・後藤昌弘『相続判例ガイド』（有斐閣，１９９６年）３５頁［後藤］。
 ３２）　伊藤・前掲注（１７）１９０頁。
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けっきょく柔軟な解釈を許容する。
　しかし，廃除について「相続的協同関係の破壊」の基準に従って判断し
た審判例をみると，同基準が柔軟な解釈を導くのではなく，むしろ厳格な
解釈を導いている場合もあることが分かる。たとえば，子が親である被相
続人に物を投げつけたり暴力を行使して傷害を負わせたとしても，被相続
人にも子およびその妻に対する繰り返しの非難があり，かなりの責任があ
るとして「相続的協同関係が破壊」されたとまではいえないとして廃除を
認めなかった事例（名古屋高金沢支決平成２・５・１６家月４２巻１１号３７頁。），
廃除のためには当該非行行為が「相続的協同関係を壊す」恐れのあるよう
なものであることを要するとした上で，親から金銭をだまし取り，刑事事
件を起こしても，被相続人の親としての感情が著しく損なわれているとは
いえないとして廃除を認めなかった事例（東京家審昭和４６・１１・１９家月２５
巻１号８７頁）などがある。
　家裁実務も廃除に対して慎重な運用をしていることが指摘される。たと
えば，旧家事審判法の下での相続廃除の審判申立ては年間１７０件前後，調停
申立ては１００件前後であるところ，審判認容率は１８．２％，調停成立率は
１７．５％に過ぎない３３）。
　なお，２０１１年に家事事件手続法が成立し相続廃除の手続が改正された。
これまで相続廃除は調停をすることができる事件（家審９条１項乙類９号）
とされていた。しかし，廃除は相続人の相続権の剥奪という重大な効果を
生じさせるものであるから，調停において当事者の自由な処分に委ねるべ
きではないという考えが一般化した３４）。そこで，新しい家事事件手続法で
は，廃除およびその取消しを調停事件から除外し，家事調停をすることが
できない事項についての審判事件となった（家事事件手続法別表第１の８６
項，８７項）。このような改正の趣旨もやはり廃除に対する慎重な立場を示す
ものといえる。
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 ３３）　二宮周平『家族法［第４版］』（新世社，２０１３年）２９２頁。
 ３４）　秋武憲一編『概説家事事件手続法』（青林書院，２０１２年）２２６頁（細矢郁）。
　学説においても，廃除の規定を厳格に解するべきとの主張がみられる。
たとえば，伊藤昌司は，廃除規定の解釈の拡張は被相続人の意思次第で廃
除できる制度につながるとして，民法８９２条の柔軟な解釈に反対の立場を示
す３５）。山中康雄も同趣旨で「廃除権が，法文の上では否定されたが実際に
はのこされている封建的な家父長権的な家の温存のための武器として，機
能するおそれなしとしない」と述べる。したがって，廃除の規定の解釈態
度としては，非行のある者を廃除した方が家の幸福につながるとか，家業
の承継に都合がいいといった方法を絶対にとるべきではなく，財産相続を
させないという重大な民事的制裁にふさわしい重大な非行であるかどうか
という判断の仕方を専ら採用するべきであるという３６）。
　これに対して，現行相続法の下での廃除は被相続人の意思に依拠してい
るという視点から，現在の廃除基準が厳し過ぎ，結果として被相続人の意
思を尊重せずに被廃除者に甘い基準となっているとの指摘がある３７）。「相続
的協同関係の破壊」という基準の抽象性や曖昧性を積極的に評価し，被相
続人の意思を尊重した結論を導くのにふさわしい基準であるという見解３８）
も同様に基準の厳格化には反対の立場である。
（３）　親子関係の破綻を廃除事由とするか
　これまでみてきたように，少なからぬ学説は廃除において制裁的要素と
距離をとっているが，判例においては廃除の制裁的側面を前提に慎重に判
断する姿勢がみられる。このようにみると廃除の基準として学説および判
例が用いる「相続的協同関係の破壊」は，制裁的要素を─少なくとも完全
には─取り除くことができず，柔軟な解釈を導く基準としては機能してこ
なかった。しかし，「相続的協同関係の破壊」という言葉自体は，制裁的要
素や有責性を当然には意味するものではなく，学説において柔軟性を内包
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 ３５）　伊藤・前掲注（１７）１８４頁。
 ３６）　山中・前掲注（１６）８６頁。
 ３７）　倉田卓司・私法判例リマークス１９９４〈上〉９１頁以下。
 ３８）　辻・前掲注（５）７２６頁以下。
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するものと把握されているように，本稿が着目する客観的な親子関係の破
綻にも親和的である。そこで次に，廃除の基準となる「相続的協同関係の
破壊」に，客観的な親子関係の破綻が含まれるかという問題を検討する。
　推定相続人の有責性を全く考慮せず，客観的な破綻のみを廃除事由とし
て認めたとみられる審判例を確認することはできない。しかし，推定相続
人が養子である場合に限っては，客観的な破綻を廃除事由に含める結論に
つながる立場を判例および学説が示している。
　すなわち，判例において，養子の廃除事由の判断において，離縁原因と
しての「縁組を継続し難い重大な事由」（民法８１４条１項）を基準とすべき
ことが指摘されている（名古屋高金沢支決昭和６０・７・２２家月３７巻１２号３１
頁）。ここで離縁原因について，判例は破綻主義を採用し，絶縁や長期の別
居を理由とした離縁を認めている。たとえば，１６年以上別居し，精神的，
物質的な交流が全くない状態が続いていた事例（最判昭和４０・５・２１家月
１７巻６号２４７頁），縁組後に同居せず，電話や訪問もなく，親子として付き
合う意思が双方に欠けていた事例（東京地判平１６・８・２３判タ１１７７号２６２
頁），縁組後に１カ月同居したのみで，１１年以上も親子としての交流がなく，
関係修復の努力もみられなかった事例（東京高判平成５・８・２５家月４８巻
６号５１頁）で，離縁が認められている。養子の廃除と離縁の基準が基本的
に同じであるとすれば，破綻に基づいて養子を廃除することが認められる
ことになる。
　養子の廃除について問題となった最近の審判例では，破綻の事実を重視
して廃除を認めたものがある。前掲東京高決平成２３年５月９日は，縁組後
に海外に住み，養親が入院している時に看病に来ることもなく金銭を受け
取るのみであった養子が，離縁訴訟を遅延させたり，訴訟の取り下げを電
話で執拗に迫ったりするなどした事例で，著しい非行を理由に相続廃除を
認めた。この審判例は，訴訟の遅延などの責められるべき行為をも考慮し
ているが，先例に比べて責められるべき程度は低く，廃除事由の存否の判
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断において養親子関係の破綻を重視していると評価できる３９）。
　学説においても，養子について廃除と離縁とは基本的に同じ基準である
とするのが多数である４０）。これは，養子の廃除については，客観的な破綻
に基づく廃除を認めるという立場につながる。
　これに対して，離縁と廃除では基準が異なるとする見解もある４１）。これ
らの見解は，廃除では離縁と比較すると推定相続人の有責性が重視される
ことを前提としている。
３．分　　　析
　相続廃除制度の沿革から，相続廃除制度はもともと専ら制裁的機能を主
眼としたものではなく，受け皿条項を含む柔軟な解釈になじむ制度である
ことが示される。柔軟な制度に解釈の指針を与えるために判例・学説で用
いられる「相続的協同関係の破壊」という基準は，これまで基準の具体化
に大きく貢献してきたとはいいがたい。注目すべきは，この基準は，表現
の曖昧さにもかかわらず，実際の審判において厳格な基準として運用され
てきたことである。推定相続人の非行が認められるものの相続的協同関係
が破壊されたとまではいえず相続廃除を認めないとする審判例がみられる。
このような慎重な判断の背景には，廃除を制裁と捉える裁判所や当事者の
見方がある。実際に，廃除された事実は戸籍に記載されることもあり，当
事者の感覚として家族を相続から廃除する形で制裁を加えるという意識が
強いことが推測される。学説において強調されるのは，柔軟な解釈は，制
裁の意味をもつ規定にはふさわしくないだけではなく，被相続人の恣意的
判断を許し，平等と個人の尊厳を重視した相続法制度の理念を後退させる
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 ３９）　拙稿・前掲注（１４）５６頁以下。
 ４０）　泉久雄『総合判例研究叢書民法２６』（有斐閣，１９６５年）２６頁，泉・前掲注
（１３）３２５頁，坂本・前掲注（１３）１１頁以下，南方・前掲注（２７）１０４頁，西原　
諄・判夕６８８号３７頁。
 ４１）　伊藤・前掲注（１７）１８９頁，浦野由紀子・民商法雑誌１４６巻２号（２０１２年）２２６
頁，田中・前掲注（１４）６４頁。
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ことにつながりかねないということである。このような視点からは，本稿
が着目する親子関係の破綻を廃除の判断において重視することは難しいで
あろう。
　それに対して，廃除制度の制裁的側面を後退させ，自己の財産処分につ
いての被相続人の意思を重視するべきとする見解は，親子関係の破綻を廃
除において重視する見方につながりやすい。なぜなら，親子関係が破綻し
ている場合には，子に相続させたくないという親の意思をより一層尊重し
てもよいと考えられるからである。遺族の生活保障，潜在的持分の清算と
いった相続制度，遺留分制度の趣旨に則して客観的に廃除の認否を判断す
るべきとする見解もまた，親子関係の破綻を廃除において重視することに
つながりやすい。なぜなら，親子関係が破綻しているにもかかわらず，子
に相続させることで自らの死後にも子の生活を保障することを親が強制さ
れるとは考えにくく，関係が破綻して親の介護をするなどの貢献が全くな
い子が相続によって潜在的持分を取得することも考えにくいからである。
三，　ドイツ法の議論
１．　議論の前提
（１）　ドイツ法における相続廃除の意義
　相続廃除についてドイツの制度と比較検討する際に注意すべきことは相
続廃除の意義の違いである。すなわち，日本では相続人を廃除するために
民法８９２条に定められた事由の存在が必要であるのに対して，ドイツにお
いて相続人を廃除すること自体は被相続人の自由にゆだねられ，廃除のた
めに何らの事由の存在も要しない（BGB１９３８条）。もっとも，廃除された一
定の近親者はなお遺留分権を有する。そこで，被相続人が近親者から遺留
分権をも奪うために相続廃除とは別に遺留分を剥奪する必要がある。遺留
分を剥奪するには一定の事由がそなわっている必要がある（BGB２３３３条）。
ところで，日本の相続制度においては，遺言によって相続人を廃除するこ
とは自由にできないが，相続人を財産承継から除外することは被相続人の
16（　 ）16
自由にできる。もっとも相続人は遺留分権を有する。したがって，遺留分
を剥奪するためには相続廃除をするしかない。このような観点では，日本
法の相続廃除に対応する制度は，ドイツ法においては遺留分剥奪制度であ
ると捉えることができる。以下ではドイツ法における遺留分剥奪の基準に
ついての議論を検討する。
（２）　２０１０年相続法改正の意義
　ドイツ法における遺留分剥奪についての議論を検討する際に重要な点と
して，ドイツ相続法は２０１０年に改正されたことである。本稿に必要な範囲
で改正の意義を示すことにする。
　同改正の目的は相続法を現在の家族関係に対応させることであった４２）。
相続法改正の政府草案では，現在の家族関係として，非婚パートナー，同
性パートナー，連れ子を伴う再婚などの新しい家族形態が増加したことや，
家族関係の希薄化や高齢化などがいわれ，以前は想定されなかった家族関
係への相続法の適切な対応が求められるとされた４３）。そしてとりわけ遺留
分法について改正の必要性があるとされた４４）。もっとも，全面的な改正は
必要ないとされ，現行の遺留分法を原則として維持し，部分的に改正する
ことで家族関係の変化に対応することができると考えられた。そして遺留
分法を現在の家族関係に対応させるためには，遺留分請求および遺留分剥
奪の領域における改正が鍵を握るとされた４５）。
　それでは本稿において注目される遺留分剥奪についての規定の改正はど
のようなものであったか。改正は大きな目標として被相続人の自己決定す
なわち遺言の自由を拡大することを掲げ，親子関係が疎遠化してきている
ことから国家が被相続人に決定の自由に過度に介入しないよう，剥奪事由
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 ４２）　Johanna Schmidt, Die Reform des Pflichteilsrechts aus dem Blickwinkel des 
ordentlichen Pflichteilsanspruchs und der Pflichteilsentziehung, ２０１３, S. ２.
 ４３）　川並美砂・比較法雑誌４２巻４号（２００９年）１１６頁以下。
 ４４）　Schmidt, a.a.O.s.２.
 ４５）　Schmidt, a.a.O.s.２.
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を拡張している４６）。そして，後述するように被相続人の期待可能性という
基準を導入することで，被相続人の立場を剥奪においてより重視すること
となった４７）。
２．　制裁的要素について
　遺留分剥奪の意義について，日本法の相続廃除については制裁的意義に
関する議論があるが，ドイツ法では制裁的意義についてどのように捉えら
れてきたかということを検討することにする。立法段階では，遺留分の剥
奪が実質的には「一種の刑罰 eine Art Strafe」であるということが前提と
されていた４８）。したがって，立法者は，遺留分剥奪の判断を偶然や恣意に
依拠させないよう（nicht vom Zufal und von Wilkürlichkeiten abhängig）
配慮しなくてはならないとされた４９）。
　遺留分剥奪を遺留分権利者への制裁とみる立場は現在の学説において一
般的な見方である。通説的理解によると，遺留分剥奪制度は，単に遺言の
自由と家族の相続権を調整する手段というのではない。むしろ，遺留分剥
奪は，被相続人に対して非行をした遺留分権利者に対する罰であると理解
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 ４６）　川並・前掲注（４３）１１７頁。
 ４７）　Herzog/Lindner, Die Erbrechtsreform ２０１０，Rn. ４９８.　改正後 BGB２３３３条１項
「直系卑属が以下の行為をなした場合，被相続人はその者から遺留分を剥奪する
ことができる。１．被相続人，その配偶者，他の直系卑属もしくはそれらと同様
に被相続人と親しい関係にある者の生命に危害を加えようとしたとき。２．その
責に帰すべき事由により１号にあげた者に対して重罪または比較的重い故意の軽
罪を犯したとき。３．法律上負担している被相続人に対する扶養義務を，悪意を
もって履行しないとき。４．故意の犯行により執行猶予なしの１年以上の自由刑
を言い渡す判決が確定し，かつ，そのことにより，その直系卑属に遺産からの取
り分を認めることが被相続人にとって期待しえないとき。同程度に重い故意によ
る行為により，直系卑属の精神病院への入院または隔離施設への入所措置を命ず
る裁判が確定するときも同様とする。」訳は川並・前掲注（４３）１４０頁以下による。
 ４８）　Protokole V, S. ５５７.
 ４９）　Protokole V, S. ５５７.
されている５０）。
　遺留分剥奪は罰であるという理解は，遺留分権利者の有責性の要求につ
ながる。判例は，剥奪のためには行為者が有責でなくてはならないという
理解のもとで，遺留分剥奪規定に対して制限的な立場を示してきた５１）。制
限的な立場をとる理由として，遺留分剥奪が「死を超えた勘当 eine 
Verstoßung über den Tod hinaus」となり，「家父長的な厳粛主義 der 
patriarchalische Rigorismus」の表現となるということが指摘されている
（BGH Urteil von.６．１２．１９８９,BGHZ １０９，３０６.）５２）。
　もっとも，連邦憲法裁判所２００５年４月１９日決定（BVerfG, NJW 
２００５，１５６１, ZEV ２００５，３０１, FamRZ ２００５，８７２, BVerfGE １１２，３３２.）は，行為
者の有責性の要件を緩和する判断を示した。被相続人である親の生命を侵
害した子に責任能力がなかったという事例で，同決定は，遺留分剥奪のた
めには，刑法上の意味での有責性は必要ではなく，通常の意味での故意で
十分であるとの判断を示した。
　２０１０年の相続法改正において同決定の立場が取り入れられている。改正
法は，剥奪される者の有責性の要件を一部放棄し，被相続人の期待可能性
に重点を置いている。すなわち，剥奪事由についての BGB２３３３条１項４号
において，精神病院への入院または隔離施設への入所措置を命ずる裁判が
確定した場合と有罪判決とを同様に扱うこととされ，行為者の有責性は必
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 ５０）　Münchener Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch, ６. Aufl., ２０１３, § ２３３３
（Lange）Rn. ２.; Matias Schmoeckel, Erbrecht, ３. Aufl., ２０１４, s. ９４; Herzog, a.a.O.
（Fn. ４７） ,Rn. ３９１.
 ５１）　拙稿「制限規定にみる遺留分権者の地位──ドイツにおける制限的解釈論を
参考にして」香川法学２４巻３・４号（２００５年）１１２頁以下。
 ５２）　１９８６年に死亡した被相続人と妻は，１９８３年の相続契約において次のように取り
決めた。すなわち，子のうち Yを単独相続人に指定し，他方の子 Xは，父に対
して故意の身体的虐待を行ったとして遺留分を剥奪する，と。Xは遺留分剥奪の
無効確認訴訟を提起した。連邦通常裁判所は，Xの行為が，BGB２３３３条２号によ
る遺留分剥奪を正当化するほどの「深刻な孝順侵害 schwere Pietätsverletzung」
に当たるか否かを原審が判断すべきとして破棄差戻しの決定を行った。拙稿・前
掲注（５１）１２１頁以下参照。
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ずしも必要ではないということが文言の上でも明らかになった。この点に
ついて学説は，「被相続人の期待可能性の観点が，BGB２３３３条以下の罰則規
定の機能を後退させるという一般的な法的思考が明確になった」と評価す
る５３）。
３．　厳　格　性
　制裁的要素に関連して議論されているのは，規定の厳格性についてであ
る。日本法の相続廃除については，柔軟に運用することに賛否両論がある。
ドイツ法においては，上述のように２０１０年の相続法改正前まではとりわけ
剥奪を制裁と捉える傾向が強く，そのために剥奪規定が厳格に解釈されて
きたといえる。以下では剥奪規定の厳格性についての議論を立法段階，２０１０
年相続法改正まで，２０１０年相続法改正時の三つの時期に分けて検討する。
（１）　立法段階の議論
　ドイツ民法の立法段階では，遺留分剥奪についての規定の仕方について，
剥奪事由を個別的に列挙するべきか，それとも類推適用の余地を与えるべ
きかということが検討された５４）。一般条項を置くことにより類推適用を認
める方法もあり得たが，立法理由によると，一般条項を採用していた１８６２
年リューベック法を反面教師として剥奪事由を個別的に列挙する方法を採
用したようである。同法では，「被相続人からの恩恵 Zuneigungを受ける
に値しない者」は相続廃除されるという一般条項があったが，このような
一般条項は不十分であり絶対に許されないとされた５５）。むしろ個別的な剥
奪事由を列挙することで紛争の多発を実務において防止することができる
と指摘された。すなわち，制定法がどのような場合に剥奪が許容されるか
について要件を限定する場合には，制定法の缼欠がなく，類推によって剥
奪が許容される事例が増加することもない。
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 ５３）　Herzog, a.a.O.（Fn. ４７） ,Rn. ４４５，４１２.
 ５４）　Motive V, S. ４２９.
 ５５）　Motive V, S. ４２９.
　これに対しては列挙された諸規定を解釈することでは事例に適切に対応
することができないのではないかとの疑問が提起された。この疑問に対し
ては，遺留分剥奪というのは例外的な規定 Ausnahmevorschriftenであるか
ら，列挙された規定で十分であると説明されている。
　以上に対して第二委員会では，個別的な列挙の方法に説得的な批判が提
起され，一般条項を置くべきことが積極的に検討された５６）。第二委員会で
は，現行ドイツ民法にいう遺留分剥奪（Pflichteilsentziehung）の代わりに
相続廃除（Enterbung）の概念が用いられている。そこでは，個別的な列挙
をやめて一般条項とすべきことが四つの論拠に基づいて主張された５７）。
　第一にどのような場合に子を相続廃除できるかについての個別的な列挙
は，完全に恣意的な印象（ein durchaus wilkürliche Eindruck）を与え，維
持できないということである。草案の基礎には，親子の間に自然にある緊
密な道徳的関係（das innige sitliche Verhältniss, das zwischen ihm und sei-
nen Eltern kraft der Natur besteht）を子がその責任で破壊した場合には，
子はもはや親の死に際して遺産を請求することはできず，むしろ親にその
ような子を完全に相続廃除する自由を与えるべきであるという思想がある。
この思想は，偶然に左右される剥奪事由の列挙に対応しない。一般条項を
置いて，その判断を裁判官の裁量で調整した方がよいであろう。
　第二に，贈与の撤回や離婚の規定では一般条項を置くことに問題がない
と判断されたことである。一般条項が贈与や離婚では認められるのに相続
廃除では許されないということは考えられない。
　第三に，一般条項の濫用的な適用は危惧されないということである。な
ぜなら，裁判官が十分な慎重さをもって判断し，被相続人の軽率または無
思慮な処分では廃除されないような運用を信頼することができる５８）。
　第四に，相続廃除事由の個別的な列挙は，激しい怒り Erbiterungのき
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 ５６）　Protokole V, S. ５５３ff.
 ５７）　Protokole V, S. ５５４.
 ５８）　Protokole V, S. ５５５.
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かっけとなり訴訟を導くということである５９）。すなわち，廃除事由の具体
的な提示なく廃除される場合とは異なり，廃除のために事由を列挙し一定
の非難を行う場合には，廃除される相続人はその非難を否定し，論破しな
くてはならないと感じるであろう。一般条項では，そのような具体的な出
来事が面前に晒される必要がないという利点がある。
　以上のように，一般条項の導入が説得的に主張されたにもかかわらず，
第二委員会の多数は，主に五つの根拠を挙げて個別的な列挙を支持した。
第一に，一般条項は不確かで裁判官に与える裁量が広すぎるということで
ある６０）。何らかの事由の提示なしに相続廃除されることが許されるのであ
れば，判断が不確実となる。
　第二に，規定の不明確性は，不快で望ましくない紛争や訴訟を導くはず
である。
　第三に，一般条項を置いた贈与との比較は妥当ではない。なぜなら，贈
与では比較的少なく重要ではない事例が問題になっているが，相続廃除の
規定は重大な意味と射程を有するからである。離婚との比較もまた妥当で
はない。なぜなら婚姻で問題とされているのは実際に解消しうる関係であ
るのに対して，「親子関係は自然に基づくものであり，おおよそ解消する
ことがありえない」からである６１）。また，親子関係は非常に多様な態様と
なりうることからも，離婚とは比較しにくい。
　第四に，遺留分の剥奪は実質的には一種の刑罰とみられ，その判断を偶
然や恣意に依拠させないよう配慮しなくてはならない。
　第五に，親子関係の破綻においては，両者に責任があることが多く，そ
のような状況において真に正当な判断を探すことは裁判官にとっては好ま
しくない任務である。したがって，廃除は完全に決められた証明可能な事
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 ５９）　Protokole V, S. ５５６.
 ６０）　Protokole V, S. ５５６.
 ６１）　Protokole V, S. ５５６.
実に依拠させるべきであり，廃除事由は個別的な列挙とするべきである６２）。
（２）　２０１０年相続法改正までの議論
　（a）　厳格な解釈の採用
　ドイツ民法の遺留分剥奪規定は，一般条項を採用せず，限定列挙を採用
した。その結果，遺留分剥奪規定は，判例および学説において厳格に解釈
され類推適用が明確に否定されることとなった。剥奪規定の厳格な解釈を
示すのが，精神的虐待（Seelische Misshandlungen）の除外についての判例
および通説の立場である。旧２３３３条１項２号の剥奪事由は「身体的虐待」
と規定し，精神的虐待については規定していない。しかし，精神的虐待は
場合によっては身体的虐待よりも重大となりうることから，精神的虐待に
ついても，同号を類推適用することにより剥奪を認めてもよいかが問題に
なっていた。これについて判例は，類推適用を認めない立場を示してい
る６３）。同判例において，精神的虐待は，それだけでは遺留分剥奪を正当化
せず，旧２３３３条１項２号の要件を満たした場合に，つまり精神的虐待が身
体面に影響を与えた場合にはじめて遺留分剥奪を正当化するとされた。そ
の背景にあるのは，遺留分剥奪事由についての規定は，限定的に列挙され
ていて類推は許されないとの理解である。連邦憲法裁判所２００５年４月１９日
決定においても，精神的虐待が遺留分剥奪事由となるのは，それが身体的
侵害をもたらしている場合であるということに異議をはさまなかった６４）。
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 ６２）　Protokole V, S. ５５７.
 ６３）　BGH Urteil von ２５./２６．１０．１９７６, NJW １９７７，３３９. 被相続人（母）は，唯一の息
子が母を冷酷に扱うことにより自殺未遂に追い込まれ，その後接触を取ろうとし
なかったことを理由に，遺留分を剥奪する剥奪する終意処分を行った。裁判所は
本件においては被相続人（母）の精神的虐待が認められるが身体的虐待は認めら
れないとして遺留分の剥奪を認めなかった。拙稿・前掲注（５１）香川法学１２１頁を
参照。
 ６４）　BVerfG, Beschluss vom １９. ４. ２００５ FamRZ ２００５, ８７２.　２０１０年の相続法改正に
おいても，精神的侵害の文言は剥奪事由に加えられず，身体的虐待に限定するこ
ととされた。これは，両親や祖父母に対する身体的虐待は尊属に対して負う尊敬
のとりわけ重大な侵害を意味するのに対して，精神的侵害では，そこまでの重大 →
修道法学　３７巻　１号
さらに同決定は，遺留分剥奪規定において規範の明確性と裁判可能性およ
び法的安定性を強調した６５）。したがって同決定は，価値判断を要する一般
条項や受け皿条項には否定的な態度をとっていることになる。
　子の遺留分剥奪の基準として判例および学説において持ち出されるの 
が「親子関係の重大な侵害 eine grobe Mißachtung des Eltern-Kind-
Verhältnisses」の基準である６６）。これは日本における相続廃除の基準として
の「相続的協同関係の破壊」に通じる概念である。日本での「相続的協同
関係の破壊」の基準と同じく，「親子関係の重大な侵害」という基準は，剥
奪規定のより一層厳格な解釈を導いている。上述の判例においては，
BGB２３３３条３号に基づいて剥奪事由となる被相続人の所有権または財産に
対する侵害は，「親子関係の重大な侵害」となり，それにより被相続人の特
別な侮辱 eine besondere Kränkungを意味する侵害でなければならないと
いう制限的な判断が示されている。
　（b）　規定の厳格性への疑問
　しかし，遺留分剥奪規定を厳格に解することに対しては，学説において
批判が多い。規定の明確性や法的安定性を根拠に一般条項を否定した立法
のあり方自体に有力な批判が提起されている。クルーゲは，妥当な解決の
必要性を根拠に，遺留分剥奪の規定における規定の明確性の重視に批判的
な立場を示す６７）。すなわち，遺留分剥奪事由の一般的な規定は裁判官に過
度の裁量を与えるという立法段階の多数の考え方は決して受け入れられな
い。なぜなら，BGB２３３３条５号（２０１０年相続法改正前）は剥奪事由として
「不名誉または不道徳の行状」を挙げており，裁判官に広い裁量を実際に与
えているからである。そして，民法典の施行以来多くの法領域において裁
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→
な侵害とはならないという考えに基づいている（Herzog, a.a.O.（Fn. ４７） ,Rn. ４６８, 
４６９.）。
 ６５）　FamRZ ２００５，８７６.
 ６６）　BGH, Vrteil vom １. ３. １９７４, NJW １９７４, １０８４, １０８５.
６７）　Kluge, Pflichtelisentziehung gegenüber Abkömmlingen, ZRP １９７６, S. ２８６.
判官による裁量が拡げられているが，このことは個別の事情によく適合し
正当な解決を導いている場合には望ましいのである６８）。
　立法段階の議論を検討した上で，個別的列挙を批判するのがシュヌール
である６９）。シュヌールは，個別的な事由の列挙について，一般条項に比べ
てより大きな法的安定性を持つという利点と，具体的妥当性が少ないとい
う欠点を比較した結果，一般条項に有利であると主張する。限例列挙によ
る規定は次のような事例で相当の缼欠が認められる。たとえば，悪意の身
体的虐待の要件に該当しない精神的虐待の例，扶養義務の故意による侵害
にあたらないが必要な状態で援助を拒絶した例などは，列挙された規定に
は該当しない。これらの事例では一般条項なしには対処することができな
い。第二委員会が一般条項を否定する論拠として，望ましくない訴訟や紛
争の多発を挙げているが，このような論証は誤りである。なぜなら，家族
間の紛争は軽視することはできないからである。また，個別的な列挙をす
る場合にも，剥奪に値する被相続人に対する重大な侮辱とは何かというこ
とを確定する必要性は放棄することはできず，個別的な列挙の利点がおお
よそ生かされない。結論としてシュヌールは，剥奪の本質について，被相
続人に対する重大な畏敬侵害（grobe Pietätsverletzungen）のみが剥奪を正
当化するのであるとし，このことは一般条項で表現しなくてはならないと
主張する７０）。
　ライポルトは，規定の明確性を強調した前掲２００５年４月１９日の連邦憲法
裁判所決定に反対する立場を示し，遺留分剥奪事由についての受け皿条項
は明確性の原則に反するものではないとの見解を示す７１）。ライポルトは，
「具体的な法的帰結を確実に予想することはできない一般条項，つまりは，
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 ６８）　Kluge, a.a.O.（Fn. ６７）, S. ２８６.
 ６９）　Schnur, Die Pflichteilsentziehung, １９８２, S. １５０ff.
 ７０）　Schnur, a.a.O.（Fn. ６９） ,S. １５２.
 ７１）　Dieter Leipold, Das Pflichteilsrecht nach geltendem und künftigem deutschen 
Erbrecht,訳：川並美砂・野沢紀雅・比較法雑誌４１巻４号（２００８年）１５３頁。
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一般的で，価値判断を必要とする概念を用いている規定を適用することは，
現在では多くの領域で普通のこと」であるとする７２）。剥奪事由を一般条項
の形で規定しておけば「他の一般条項の場合と同じように判例による具体
化を期待できるであろうし，この具体化は，少し時間が経てば，一定の範
囲で法の明確性をももたらしてくれよう」７３）。
（３）　２０１０年相続法改正における議論
　ここで，２０１０年の相続法改正により遺留分剥奪の規定を柔軟に解釈する
ことが許容されるようになったかどうかを検討する。たしかに，上述のよ
うに剥奪の制裁的側面は，このたびの改正において被相続人の期待可能性
の重視により後退した。しかし，改正においてはこれまで以上に規定の明
確性が重視され，解釈に幅を与えないように細心の注意が払われている。
　それを示すのが，受け皿条項の否定である。改正提案においては，剥奪
事由として「その他，家族の連帯義務の同様に重大な違反 Anderer ebenso 
schwerwiegender Verstoß gegen die familiären Solidarpflichten」という受
け皿条項の導入が検討された７４）。受け皿条項の導入が検討される背景には，
被相続人が遺留分剥奪を望むケースが実際に多くなっていることがある。
公証人や弁護士が実務で経験するところによると，被相続人が遺留分を剥
奪する希望は，家族への敵意ではなく，むしろ遺留分権利者の利益や遺留
分制度の趣旨にも配慮した上での理解可能な要求である。しかし，この要
求が実現することはこれまで稀であり，遺留分剥奪制度の存在意義が問わ
れることとなった７５）。そこで，実際の被相続人の要求に柔軟に応じるため
に受け皿条項の導入が検討された。しかし，立法者は，そのような受け皿
条項の創出は憲法により妨げられると考えた７６）。受け皿条項の導入が拒否
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 ７２）　Leipold, a.a.O.（Fn. ７１） ,S. １５３.
 ７３）　Leipold, a.a.O.（Fn. ７１） ,S. １５３.
 ７４）　Herzog, a.a.O.（Fn. ４７） ,Rn. ４１９ff.
 ７５）　Herzog, a.a.O.（Fn. ４７） ,Rn. ３９３，３９９，４２２.
 ７６） Herzog, a.a.O.（Fn. ４７） , Rn. ４２０.
されたことで，改正法ではより一層規定の明確性が強調され，法の継続形
成により遺留分剥奪規定を全体的に類推する道が閉ざされていると評価さ
れている７７）。
４．　破綻を基準とすることについて
　判例や改正法が剥奪規定を厳格に捉える傾向を示す一方で，剥奪要件を
拡げるべきであるとする立場もみられる。とりわけ，親子関係が破綻した
場合に剥奪を認めるべきであるという学説が早くから提唱されている。
（１）　肯定説
　立法段階において，子が，「関係が継続的に壊れているとみられるほど
深刻に被相続人との関係が破綻したことに責任を負う」７８）場合に相続廃除が
可能とする提案があった。この案は，廃除のためには被相続人と子との関
係を完全で継続的な破綻に導くような子の行為で十分であるとする考えを
基礎としていた７９）。しかし，このような規定は判断が不確実となり，裁判
官に依拠することになるとして受け入れられなかった８０）。
　クルーゲは，家族的関係に基づく人的結び付きが存在しない場合に被相
続人は遺留分を剥奪しうるという立法論を１９７０年代に提起している８１）。ク
ルーゲは，現行法は，被相続人と子との関係が完全に破綻していたとして
も子の遺留分を剥奪し得ないとしている点で，欠缺があると主張する。離
婚法においては有責主義が否定され破綻が離婚の原因になっているが，同
様に，遺留分の剥奪においても有責性によらず親子関係の破綻を剥奪事由
にするべきである。遺留分権の根拠は血縁上の由来のみではなくむしろ現
に存在する人格的関係にもあるのであるから，そのような関係を欠く場合
青竹：相続廃除の基準としての「相続的協同関係の破壊」の現代的意義について
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 ７７）　Herzog, a.a.O.（Fn. ４７） ,Rn. ４２２.
 ７８）　Protokole V, S. ５５４.第四提案。
 ７９）　Protokole V, S. ５５５.
 ８０）　Protokole V, S. ５５６.
 ８１）　Kluge, a.a.O.（Fn. ６７） ,S. ２８６.
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には遺留分権はもはや正当化されない。以上のことから，立法論として，
剥奪規定を一般条項に代えるまたは家族的関係に基づく人的結び付きが存
在しない場合に，被相続人は子の遺留分を剥奪しうるという新たな条項を
補うべきであるとクルーゲは提案する。
　もっとも，近年では破綻に基づく遺留分剥奪を支持する学説は，有責性
を全く考慮しない完全な破綻主義に基づくのではなく，遺留分権利者の行
為をも考慮した上で破綻による剥奪を認めるものが多い。たとえばライス
ナーは，遺留分の剥奪のためには，遺留分権利者が責めを負う，遺留分権
利者と被相続人の関係の深刻な破壊で十分であると主張する。このような
遺留分剥奪法が正しく理解された遺言の自由に対応するのである，と８２）。
　同じ観点からフランクは遺留分権利者の道徳的な義務違反による破綻に
基づく遺留分剥奪を提唱する。フランクが指摘するのは，成人した子が親
から離れ，何年も何十年も訪問することなく，親が高齢になっても世話を
することもなく，拒否的な態度をとり続けていることが多いということを
である８３）。このような状況でも，親による子の遺留分剥奪が認められない
という現行法の一般的な解釈にフランクは疑問を提起する。親子は互いに
援助し配慮する義務を負うのであり―これが道徳上の義務か法律上の義務
かについては争いがあるが―このような重大な家族法上の義務違反で遺留
分の剥奪には十分であるという８４）。財産は家族に保持されるべきという考
え方は意義を失っている。全ての子が，親の遺産に与ることのできる請求
権を取得するという考え方は誤っている８５）。親子関係が破綻し，子が親に
何らの関心も示さないという場合は，遺留分の剥奪を認めてよい。つまり，
「子が親に対する道徳的な義務に重大な違反をし，それによって親子関係が
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 ８２）　Leisner, NJW ２００１，１２６，１２７.
 ８３）　Rainer Frank, Ist das Pflichteilsrecht von Kindern noch zeitgemäß?, 訳：神谷
遊・且井佑佳・同志社法学６５巻１号（２０１３年）２７５頁。
 ８４）　Frank, a.a.O.（Fn. ８３） ,S. ２７７.
 ８５）　Frank, a.a.O.（Fn. ８３） ,S. ２７９，２８０.
破綻したというのであれば，それで遺留分の剥奪には十分というべきであ
る」８６）。
　ライスナー，フランクと異なり，ライポルトは，原則として遺留分権利
者の有責性を問題とせず家族関係の連帯の欠如による遺留分剥奪を支持す
る。ライポルトは，親子関係の疎遠に基づく遺留分の剥奪に対して否定的
な態度を示した２００５年４月１９日の連邦憲法裁判所の決定に反対する。連邦
憲法裁判所が扱った二つの事例のうち一つは，息子が親に拒否的な態度を
示しており長期間疎遠な関係にあった親による遺留分剥奪を否定した民事
裁判所判決の憲法異議であった８７）。連邦憲法裁判所は，子の遺留分権は憲
法上保障されるという立場を示し，親子関係の疎遠だけでは遺留分を剥奪
することはできないとの判断を示した８８）。連邦憲法裁判所が遺留分剥奪事
由を狭く捉えた理由として強調したのは，遺留分権は家族の連帯を表現す
るものであり，憲法上保障されるということである。
　ライポルトは，連邦憲法裁判所の強調する家族の連帯という点について
疑いの目を向ける。まず，家族の連帯をもとに親の財産を子が遺留分によ
り取得すると考えるのは，現在の家族の一般的な状況では理解しにくいと
いうことである８９）。それに加えて，連邦憲法裁判所が家族の連帯という言
葉を使って，遺留分権の根拠を親子の絆に求めているのであるとすれば，
遺留分剥奪の余地を非常に狭めていることが理論的に問題であるという。
つまり，遺留分の基礎が現にある家族の連帯であるとするなら，重大な親
子の亀裂がある場合には，現に家族の連帯が存在しないこととなり，遺留
分の剥奪を認めてもよいという帰結となるはずである９０）。
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 ８６）　Frank, a.a.O.（Fn. ８３） ,S. ２８０.
 ８７）　NJW ２００５，１５６１.
 ８８）　NJW ２００５，１５６４.
 ８９）　Lepold, a.a.O.（Fn. ７１） ,S. １５２.
 ９０）　Leipold, a.a.O.（Fn. ７１） ,S. １５３.
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（２）　否定説
　これに対して，破綻要件の導入への反対の主張も多くみられる。立法段
階では，破綻に基づく子の遺留分剥奪を明確に否定していた。すなわち，
配偶者同士の関係と異なり，「親子間の関係は自然に基づくものであり，お
およそ解消することがありえない」ということがいわれた９１）。
　連邦憲法裁判所２００５年４月１９日決定は，破綻による遺留分の剥奪は憲法
に反して許されないという立場を明らかにした。すなわち，遺留分権は家
族の連帯を基礎に憲法上保障され，遺留分剥奪事由として「一般的な破綻
条項や疎遠条項 algemeine Zerrütungs oder Entfremdungsklausel」を設け
ることは許されるものではない９２）。
　連邦憲法裁判所の決定に賛同するのがバウアーである。バウアーは，有
責性の存否にかかわらず親子関係の破綻によって遺留分の剥奪を認めるこ
とは，強行的な家族相続権から家族保護の機能を広範囲に奪うことになる
として否定的な立場を示す９３）。さらにバウアーが指摘するのは，破綻によ
る遺留分の剥奪は，婚外子および離婚した夫婦の子が相続法上の不利益を
被るということである。すなわち，婚外子や離婚した夫婦の子は，親の一
方と共同生活を持つ機会が奪われている場合が多く，親から相続法上不利
に扱われる可能性がもともと高い。その上になお遺留分について不利に扱
うことで子を苦しめるべきではない９４）。
　ところで，上述の破綻による遺留分剥奪を認める立場が根拠とするのは
主に，遺留分が親子間の人間関係に基づいているという理解であり，その
ような人間関係が失われている場合には遺留分の剥奪を認めてよいはずで
あるということである。このような理解に対して，遺留分は親子間の人間
関係に基づくものではないと主張するのがデットマーである。デットマー
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 ９１）　Protokole V, S. ５５６.
 ９２）　NJW ２００５，１５６５.
 ９３）　Bauer, Die innere Rechtfertigung des Pflichteilsrechts, ２００８, s. ２７４f.
 ９４）　Bauer, a.a.O.（Fn. ９３） ,S. ２７５f.
は，世代間契約 Generationenvertragの理論を基礎に，破綻による遺留分剥
奪を否定する９５）。世代間契約とは何かについて，デットマーによると，世
代間契約では双方に給付を交換することはなく，すなわち相手から何かを
得るために与えるのではなく，ある世代に与え他の世代から得るという構
造になっている。遺留分権の基礎には世代間契約がある。したがって，遺
留分権利者である子は被相続人の財産形成に寄与しなかったのだから遺留
分を得ることができないという考え方は誤っている。世代間契約において
被相続人は，財産を承継する世代が次世代にするであろう寄与と同程度の
寄与を義務付けられる。多くの場合に被相続人は，自身の親のお陰で豊か
さの基礎を築いているのだから，自身も子に財産を与える義務を負うと感
じている。このような義務を生じる世代間契約は道徳準則 sitliche Vorgabe
または平均的な家族の統計値 statistische Daten zur durchschnittlichen 
Familieから認められる。
　遺留分権の基礎に世代間契約を置く場合には，親子関係の破綻を遺留分
剥奪の根拠にすることは受け入れられない９６）。破綻を遺留分剥奪の根拠に
する場合，被相続人と子との人的な関係を遺留分の基礎に置いている。し
かし，世代間契約に基づく遺留分権は，被相続人と子との間に機能してい
る人間関係に基づいているというわけではないので，破綻による剥奪は認
められない。剥奪が認められるのは，世代間契約から生じる権利を子が喪
失した場合のみであり，そのような喪失が認められるのは，子が世代間契
約に特徴づけられる家族に存する関係を明らかな方法で侵害した場合だけ
である。２０１０年相続法改正後のドイツ民法２３３３条は，子が世代間契約から
生じる権利を喪失した場合の遺留分剥奪事由を適切に規定しているのであっ
て，ここには破綻による剥奪は含まれない９７）。
　ヘルツォークは，破綻による剥奪を否定するのに，破綻主義をとる離婚
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 ９５）　Detmer, Generationenvertrag und Familienvermögen, ２０１２, s. １２２ff.
 ９６）　Detmer, a.a.O.（Fn. ９５） ,S. １９８f.
 ９７）　Detmer, a.a.O.（Fn. ９５） ,S. １９９.
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法との比較検討を行っている９８）。すなわち，破綻による遺留分剥奪を認め
る論者が根拠の一つとして離婚における破綻主義との整合性を挙げている
が，離婚法における破綻主義と遺留分剥奪法における破綻では意味が全く
違うと指摘する。離婚では婚姻共同体の解消が問題となっているが，遺留
分剥奪では家族のつながりは解消しない。遺留分剥奪では，遺留分権利者
の一定の行為からまたは被相続人の観点で被相続人の財産の正当な分配か
ら引き出そうとする財産法上の効果が問題になっているのである。そして，
離婚によって解消するのは婚姻共同体であって，財産法上の関係ではない。
むしろ離婚によって財産の清算による請求権が発生し，一方配偶者が困窮
している場合には，関係が破綻しているとしても婚姻の事後効としての扶
養請求権などの財産的な請求権が発生する。このように考えると，破綻に
よって遺留分剥奪を認め財産的な請求権を消滅させる帰結は，破綻主義を
とる離婚法との比較においても導かれない。
　次にヘルツォークは，破綻による遺留分剥奪を認めることが妥当ではな
い例を挙げる９９）。娘が両親と間違いなく良好な関係を築いてきた。娘は重
病の時に母を自宅で看護し，父の家事も行ってきた。母は９０歳で死亡した。
しかし，その５年前から母と娘に争いごとが生じ，解決せずに母が死亡し
たため， ５年間は母と娘は全く交流がなかった。このような場合には，娘
の人生の大半は遺留分が保障されるべき要件が存在したはずであり，破綻
に基づいて遺留分を剥奪することは妥当ではない。
　さらにヘルツォークは，破綻による遺留分剥奪は，被相続人があえて家
族関係の疎遠をもたらす可能性を有すると指摘する１００）。たとえば被相続人
が再婚する際に，妻に利益を与えるように遺言の自由を利用し，わざと子
どもたちと疎遠になるような行動をすることがありうる。しかし，法が家
族の解消を求めることがあってはならない。被相続人自身が家族関係を破
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 ９８）　Herzog, Die Pflichteilsentziehung, ２００３, s. ３９３ff.
 ９９）　Herzog, a.a.O.（Fn. ９８） ,S. ３９４.
１００）　Herzog, a.a.O.（Fn. ９８） ,S. ３９２.
壊したにもかかわらずなお，そこから被相続人が処分の自由の利益を引き
出す道を開くことは，破綻主義の思想を不可解なものとするであろう。
四，　お　わ　り　に
１．　ドイツ法からの示唆
　本稿が検討の対象とする子の相続廃除の基準について，日本における相
続廃除制度に対応するドイツの遺留分剥奪制度についての議論から，次の
ことが明らかになった。
　第一に，制裁的意義の後退である。ドイツの遺留分剥奪制度は，もとも
と近親者への罰と捉えられてきたこともあり，ごく例外的な，遺留分権利
者に特に責められるべき事由があった場合にのみ剥奪できるものと捉えら
れ，規定の類推適用や柔軟な解釈は認められないものとされてきた。しか
し，家族関係の多様化や疎遠な関係にある親子の増加という現代の家族の
状況に対応して，制度は制裁的意義を後退させている。そのことが親子関
係の破綻による剥奪を認めるべきかについての議論や，有責性を僅かであ
るが後退させた２０１０年相続法改正に表れている。
　第二に，制裁的意義の後退に連動して，剥奪規定の柔軟な解釈および立
法論上の一般条項の導入は，剥奪制度の趣旨に反しないということである。
たしかに立法段階より蓄積された議論において剥奪規定について特に明確
性の必要性が強調され，判例や２０１０年相続法改正においてこれを憲法上の
要請とみる見解もみられた。しかし，明確性の必要性については立法段階
から説得的な論拠をもって争われ，理論的に必然とはみられない。民法の
他の領域では一般条項の導入や類推適用が認められていることとのバラン
スや現代における多様な家族関係の尊重の趨勢から，特に剥奪規定のみを
厳格に解さなければならないとする命題は根拠を失いつつある。
　第三に，制裁的意義の後退および剥奪規定における厳格性の緩和という
方向性に対応して，剥奪の基準は，親子関係の客観的破綻に移り変わって
きているということである。もっとも，客観的な破綻を基準とする場合に，
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婚外子および両親が離婚した子を相続法上差別するような扱いや，被相続
人の恣意による剥奪を導く危険性も示唆される。
　第四に，破綻に基づく身分関係の解消―離婚や離縁―と，相続法上の権
利の剥奪は別次元の問題であるということである１０１）。すなわち，破綻に基
づいて身分関係が解消されるべき場合でも，なお財産法上の権利―例えば
離婚による財産清算請求権―は存在する。相続法上の権利の剥奪の本質は
財産法上の権利の喪失とみられるから，破綻が身分関係の解消を導くとい
う一般論に基づいては，剥奪を認めるべきではない。
　第五に，子の相続法上の権利を剥奪するかどうかは，子の相続権や遺留
分権の本質をどう捉えるかに関わるということである。ドイツ法の議論が
示すように，遺留分権の本質を親子関係にみる場合には，親子関係の破綻
は遺留分の剥奪につながる。遺留分権の本質を子の潜在的持分の清算と見
る場合には，子が親の財産の維持増加に寄与した場合には遺留分権を剥奪
するべきではない。デットマーの提唱するように遺留分権の本質を親子の
世代間契約にみる場合には，親子関係の破綻や潜在的持分などの事情は剥
奪において重要ということにはならないが，世代間契約が日本の相続制度
において妥当するかどうかはなお検討を要する。
２．　相続的協同関係の破壊の現代的意義について
　以上のドイツ法からの示唆を受けて，日本で相続廃除の基準とされてき
た「相続的協同関係の破壊」は現代の家族関係においてどのような意義を
持つといえるか。
　ドイツ法の議論と比較検討した場合に，日本の廃除制度においても同様
に制裁的意義が後退し，基準は柔軟な解釈を許容する方向へと移り変わっ
ている。民法の規定する廃除事由は，ドイツ法と異なり，「その他著しい非
行」という受け皿条項を含んでいるし，ドイツにおける立法段階および２０１０
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年相続法改正時の議論に比して，廃除の基準に対する厳格性の要求は相対
的に低い１０２）。したがって，親子関係の破綻を解釈において重視することに
ついても，ドイツ法と比べて障壁は低い。
　ただし，ドイツ法から示唆されるのは，純粋に客観的な破綻の基準は婚
外子や両親が離婚した子を相続法上差別する危険を孕んでいるということ
である。したがって，基準として破綻を重視する場合にも，子が一方的に
親との関係を絶つなどの子の責任を加味し，親の離婚や婚外子であるとい
う事実だけで廃除につながることを避けるべきである。
　さらに，子を相続から廃除する基準を考える際には，廃除制度が相続権
とりわけ最低限の相続権である遺留分権の意義と密接に関連するという視
点が不可欠である。遺留分権の意義として，潜在的持分の清算や遺族の生
活保障，公平性の維持がいわれる１０３）。廃除は遺留分権を子から奪うところ
に本質を有するから，廃除の可否判断において廃除されようとする子にとっ
て遺留分権がどのような意義をもつかを考慮すべきである。親子関係が破
綻している場合，子が親の財産に潜在的持分を有さないと推測されるなど，
遺留分権の意義が小さいと評価される。もっとも，このような評価は正確
性を欠く。たとえば，廃除の申立ての時点では子の責任で親子関係が破綻
しているとしても，過去に子が親の仕事を手伝ったり介護をするなどして
財産の維持や増加に貢献し，親の財産に潜在的持分を有している場合には，
遺留分権は潜在的持分を清算する意義を失っていないので廃除を認めるべ
きではない。ここで潜在的持分は子の財産権という側面が大きく，破綻や
青竹：相続廃除の基準としての「相続的協同関係の破壊」の現代的意義について
35（　 ）35
１０２）　もっとも，日本においても，被相続人の恣意的判断を許し家制度の温存につ
ながるとの立場から廃除の基準を厳格にするべきとの有力な見解がある（上述二
２（２））。しかし，ドイツ法におけるように立法段階に多数の根拠をもって類推を
許さない限定列挙が推されたことはない。また，ドイツ法におけるように規定の
明確性が憲法上の要請であることが強調され，最近の改正案で受け皿条項の導入
が明確に否定されたという状況は，日本の相続廃除の議論ではみられない。
１０３）　拙稿「遺留分制度の機能と基礎原理（１）」法学論叢１５５巻１号（２００４年）２１頁
および２４頁の注（６）に学説を挙げた。
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有責性とは無関係に保障されるべきである１０４）。破綻の事実は身分関係を喪
失させるとしても財産権を喪失させるものではないとするドイツ法の学説
がこのことを支持する１０５）。したがって，親子関係を喪失させる離縁と，財
産的側面の大きい相続権を喪失させる廃除では基準が異なると考えるべき
である。親子関係の破綻は離縁の基準になるが，それだけでは廃除の事由
といえず，破綻が相続権・遺留分権の意義の喪失を示している場合に廃除
の事由になると考えられる。子の生活保障の必要性や他の相続人との公平
性維持という遺留分権の意義についても廃除の可否において考慮するべき
であろう１０６）。
　つまり，子の相続廃除の基準としての「相続的協同関係の破壊」の基準
は，現代においては，制裁的意義を薄め，子が責任を負う親子関係の破綻
を中心に，子が親の財産の維持・増加に寄与せず生活保障を必要としない
など，親の意思に反してまで相続権・遺留分権を保障する意義がないこと
へと意味を変化させていくものと思われる。
＊本稿は平成２６年度学術研究助成基金助成金，若手研究（B），課題番号（２５８７０９７９）
による研究成果の一部である。
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１０４）　廃除では実質的持分を清算する機会が奪われ，これは相続的協同関係を破壊
した者にかなり重い制裁を許すものとの問題を指摘する上述の永山説（永山・前
掲注（２１）１６６頁）もこのことを根拠づける。
１０５）　上述三， ４（２）
１０６）　もっとも遺族の生活保障は本来社会保障の負担であり，子の責任で親子関係が
破綻しているにもかかわらず子に対して親が負担を強制されるべきではないと考
える。しかし社会保障の不備を補うという観点からこれを認めることを妨げない
（拙稿「事業承継の妨害を正当化する遺留分権の根拠」修道法学３３巻２号（２０１１
年）６３４頁）。公平性の維持については，関係が破綻した子に他の子たちと公平に
財産を承継させることを親が強制されるかどうかの疑問がある（拙稿・前掲６３４
頁以下）。公平性の観点からは，とりわけ親が廃除しようとする子を恣意的に不
利に扱い，廃除のために故意に破綻を導くような事例に限定して廃除を認めない
と考えるべきである。
